
事業概要シート

≪

【事業の目的・概要・対象】

【背景】

72,853 千円

70,202 ≫千円

国庫支出金 3,937 千円
県支出金 千円
地方債 千円
その他 7,800 千円

一般財源 61,116 千円

担当課 教育委員会　学校教育課 課長 堺　邦寿

担当者 山田　雄大 問合せ先 0957-53-4111（内線379）

施策 0202 小・中学校教育の充実
≪≫の金額　現年度当初・補正予算、前年度繰越額の合計
　　　　　　※補正予算要求時は今回の補正予算額を除く
　　　　　　※次年度予算要求時は次年度繰越額を除く

事業名 小学校教育ICT環境整備事業 拡充 予算額

事業期間 令和4年度 ～ 令和9年度 財
源
内
訳

根拠法令
要綱等

学校教育の情報化の推進に関する法律

　Society5.0時代を生きる子供たちにとって、教育におけるICTを基盤とした先端技術等の効果的な活用が求
められる一方で、現在の学校ICT 環境の整備は遅れており、自治体間の格差も大きい。令和時代のスタンダー
ドな学校像として、全国一律のICT環境整備が急務。このため、1人1台端末及び高速大容量の通信ネットワー
クを一体的に整備するとともに、並行してクラウド活用推進、ICT機器の整備調達体制の構築、利活用優良事
例の普及、利活用のPDCAサイクル徹底等を進めることで、多様な子供たちを誰一人取り残すことのない、公正
に個別最適化された学びを全国の学校現場で持続的に実現させる。

○　対象者　　市内の小学校15校の児童及び教職員

○　目的　　　教育におけるICTを基盤とした先端技術等の効果的な活用を行うため、市内公立の小・中学
　　　　　　　校の全児童生徒に1台ずつタブレットPCを導入するなど、多様な子どもたちを誰一人取り残す
　　　　　　　事のない、公正に個別最適化された学びの実現を図る。

○　事業概要　タブレットPCが最適な状態で使用できるよう高速大容量インターネット回線を整備・保守す
　　　　　　　るとともに、全児童生徒へ1人1台端末を整備する。またICT機器を活用した授業等が円滑に
　　　　　　　進むよう、ICT機器の整備やメンテナンス、デジタル教材の整備及びICT機器活用に関する
　　　　　　　研修等の講師を務めるGIGAスクール運営支援センターを設置する。
　　　　　　　令和3年度末から2校で実施しているローカルブレイクアウトを、ローカルブレイクアウトが
　　　　　　　必要な規模の学校全てで実施するとともに集約回線の増強を行う。
　　　　　　　改定された「教育情報セキュリティポリシーに関するガイドライン」に基づき、クラウド型
　　　　　　　のフィルタリングソフトを導入することでタブレットPCの更なる活用を促進する。

教育委員会へ集約

ローカルブレイクアウト

（インターネットブレイクアウト）

自宅

クラウド

プライベートクラウド
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【活動指標】

①

②

【成果指標】

①

②

【予算・決算】（千円）

指標名 単位
Ｒ３

(実績)
Ｒ４

(計画)
Ｒ５

(計画)
Ｒ６

(計画)
Ｒ７

(計画)

児童数に対するタブレットPCの整備率 計画値 ％ 100 100 100 100 100

1日のうちタブレットを用いた授業時間 計画値 時間 1 2 3 3 3

指標名 単位
Ｒ３

(実績)
Ｒ４

(計画)
Ｒ５

(計画)
Ｒ６

(計画)
Ｒ７

(計画)

計画値

計画値

事業費は当初・繰越・補正予算の合計額

年度 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 合計
事業費 403,645 69,815 70,202 72,853 72,853 72,853 762,221

国庫支出金 258,372 1,276 1,930 3,937 3,937 3,937 273,389
県支出金 0
地方債 57,200 57,200
その他 40 6,938 7,800 7,800 7,800 30,378

一般財源 88,073 68,499 61,334 61,116 61,116 61,116 401,254
人件費 6,138 7,512 3,756 3,756 3,756 3,756 28,674

職員(人) 0.80人 1.00人 0.50人 0.50人 0.50人 0.50人 3.80人
時間外勤務(h) 160h 120h 60h 60h 60h 60h 520h
会計年度任用職員(人) 0.00人

フルコスト 409,783 77,327 73,958 76,609 76,609 76,609 790,895

妥当性
(市の関与)

GIGAスクール構想の事業主体は各地方自治体の学校設置者となっているため、学校設置者が
整備する必要がある。

有効性
(施策貢献度)

情報社会の発展などの社会の変化を踏まえた特色のある教育活動である。

効率性
(コスト)

増加する児童数に対して、最小限の費用で事業を実施している。国等の補助事業を活用して
整備を図っている。

1次評価 担当者意見のとおり

2次評価 １次評価者意見のとおり


